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迎春 新しい年が明けました
２０２５年 巳年

２５春闘は始まっています ２／２５春闘要求提出に向け話し合いを進めていきましょう

大きな話では、日本を取り巻く情勢

は文字どうり「激動」しています。もち

ろん、日本自身も昨秋は選挙で自公の与

党が敗北し「少数与党」に転落しました。

安倍一強・独裁体制とは違う国会政治の

姿が報道されています。

お隣の韓国では昨年１２月はじめユン大

統領が非常戒厳宣言をしましたが国会が

否定し、大統領を弾劾しました。憲法裁

判所が弾劾の正否を決め正しいとなれば

春頃には新たな大統領選挙になるといわ

れています。アメリカは１／２０よりト

ランプ第二期政権が始まります。米中貿

易戦争は強まり、関税が高くなり日本経

済も混乱と危機に巻きこまれていきそう

です。少数与党の石破政権は難しい政治

の舵取りになっていきそうです。

日々の経済生活では、食糧、電気・

ガスの光熱費などすべてが値上がりして、

インフレの波が続いています。中小企業

では名目賃金は若干引き上げられました

が物価の値上がりには追いつかず実質賃

金は下がっています。２５春闘の課題で

もあります。

政治では、１月下旬から通常国会が

６月末までの１５０日の会期で始まりま

す。軍事大国になるんだ！みたいな勢い

で税金・国債などから膨大な金を使いミ

サイルや武器を買おうと政治が動き始め

ています。今でも苦しい年金・医療、社

会保障の資金や子育て・教育の金が削ら

れ社会福祉が圧迫されています。少子高

齢社会の転換が出来ていません。毎年、

年間７０万人程人口が減り続けています。

格差社会が拡大し今の賃金では生活が苦

しく結婚や子供をもつ希望をもてない現

実が広がっています。若者が少なく、若

者が育たない社会の未来はなく、社会の

活力は生まれません。今以上に格差が広

がり軍事に金を使うことはやめさせてい

く必要があります。

今年は、７月には参議院選挙が予定

されています。兵庫県・宝塚市では４月、

市長選挙が行われます。日頃から、政治・

経済をよく見極めて選挙の時には悔いの

ない一票を入れるようにしたいものです。

社会の動きに関心を持ち政治・経済を考

え、まわりの人たちとも意見交流が出来

るような環境をコツコツ作って行きたい

ものです。

日々の労働と生活はあわただしく厳

しい現実の中にありますが、労働者・労



働運動は仕事・職場で集まり団結し賃金・

労働条件を引き上げ生活を改善するため

経営に要求書を提出し闘っていきます。

今年もすでに２０２５春闘は始まってい

ます。

１／１０（金）関西地本において支部

春闘討論集会を開催します。２５春闘方

針、要求内容などを議論します。支部組

合員の皆さんの積極的参加を要請します。

１／２８（火）には、関西地方本部で建

設支部はじめ関西の６支部代表者が集ま

り、春闘討論集会が開かれます。

また、全国的には、１／３０（木）～３

１（金）豊橋で全港湾中央委員会が開か

れて、全国から代表が集まり２５春闘の

基本要求、方針が決定します。

そのような多くの討論、会議を土台にし

て２／２５（予定）には、各経営に春闘

要求を提出します。各分会の皆さんは、

職場要求を現場で意見交流し支部執行委

員と相談しながら要求内容を決めていっ

てください。昨年、解決出来なかった課

題を掘り下げ明確にしながら、春闘で団

体交渉をして実現に向け活動していきま

しょう。

「年収の壁」のむこう その２

（A)

新聞、テレビなどの連日の報道で、女

性を中心としたパートタイムで働く人た

ちの「年収の壁」が大きく取り上げられ

ています。

１０３万円の壁を１７８万円に動かして

手取りを増やそう、いやとりあえず１２

３万円だ。所得税課税最低限は長年変わっ

ていない、最低賃金が 7 割以上上がって

いるから１０３万円を大幅に引き上げよ

う。物価上昇率は一割程度だ、まずはそ

の程度に、とか。

いやいや、その言葉の使い方、
おかしくないですか。

「年収の壁」は１０３万円、１０６万円、

１３０万円、１５０万円・・・と沢山の

壁があります。

それぞれの壁を超えると、配偶者の所得

税が大きく跳ね上がったり、本人の社会

保険料負担が発生したりして世帯の収入

が壁を超えることで大きくダウンすると

いわれています。

しかし今言われている１０３万円は所得

税課税最低限度額であり、「年収の壁」

の１０３万円ではない。

あまたある「年収の壁」でパートタイム

で働く女性が最も意識する壁はこの１０

３万円の壁のようです。働き控えを行っ

ている人の圧倒的に多くは１０３万円の

手前です。世帯の働き手（多くは男性）

の収入にかかる所得税配偶者控除の適用

が、配偶者の収入を１０３万円に制限し

ているからと言われています。

しかし現在では配偶者控除に上乗せする

配偶者特別控除の適用で、パートタイム

の人たちの収入が１５０万円までであれ

ば世帯の働き手の所得税に影響は出ませ

ん。１０３万円の壁は「幻の壁」とも
呼ばれています。



ではなんでこんな幻の壁まで出現した

のでしょう。給与所得者への配偶者控除

（現在３８万円）は６０年以上前にさか

のぼる長い歴史があります。その後４０

年ほど前から配偶者特別控除（現在最大

３８万円）が新設され、幾多の変遷を経

て現在に至っています。

まず税所得税の控除の仕組みが周知され

ておらず、特に配偶者特別控除が一般に

分かりにくい代物となっています。

かつては配偶者控除が適用されないと世

帯の働き手の所得税が一挙に跳ね上がり、

パートタイムのわずかの増収で世帯収入

が大幅に減少していました。このインパ

クトは大きく、特別控除により適用が１

５０万円まで拡充され世帯収入の減少は

無いにもかかわらず、パートタイムの人

たちの理解に混乱が残っているものと考

えられています。

実際に１０３万円の壁を超え１０４万円

になると手取りは減るのでしょうか。

そんなことは無く、パートタイムに新た

に所得税は課税されるが世帯の働き手の

所得税には影響せず、手取りは減
らないのです。

今の世上の議論は、世間にある（幻の）

１０３万円の壁のインパクトを梃子とし

て、強引に所得税減税に話を引きずって

いったものです。「年収の壁」「１０３万

円の壁」という強力なフレーズを用い、

耳目を惹きつけるトリッキーな手法です。

なぜ国民民主党が所得税減税をこのよう

な手法を用いて押しすすめているか定か

ではありません。国民民主党の「政策各

論１，給料年金が上がる経済を実現」で

は冒頭「消費の拡大」の項に「所得税減

税」がうたわれており、「年収の壁」は

別項で遥か下段にわずかに顔をのぞかせ

ています。

国民民主党の狙いが課税最低限度額引き

上げによる所得税大幅減税にあっ
たことは明らかであり、「年収の壁」本

来の問題のありかと全く関係なく使用さ

れているにすぎません。

課税最低限度額引き上げによる所得税減

税は低賃金で働く者の誰しもが賛成する

ものです。しかし国民民主党の議論は幻

の１０３万円の壁を利用して、あたかも

引き上げが「年収の壁」を突き崩して収

入アップに直結するかのような印象を振

りまくものとなっています。

しかも議論の経過を見ると、基礎控除額

や所得控除額の検討さえも粗雑で、国民

民主党の想定する大規模減税の社会への

大きな影響をろくさま吟味することなく

議論を主導しています。

そもそも「年収の壁」は、所得税の配偶

者控除や、国民年金３号被保険者に代表

される主に家庭の主婦層の年金、健康保

険の仕組みなどの諸制度の矛盾をどのよ

うに解決するか、働く人たちの労
働の在り方、家庭の在り方、
福祉の行く末に深くかかわる根の
深い課題です。

こういった課題を所得税の大幅減税の文

脈で乗り越えられるものでしょうか。

国民民主党の玉木代表は twitt
er で「自民党は何十年にもわたって決

着をつけずに来た第３号被保険者問題に

正面から取り組み具体的な解決策を示し

てほしいものです」と述べています。

連合は１０月の中執で第３号被保険者制

度の廃止に踏み込みました。経済同友会

も同様。経団連さえ第３号被保険者制度

の縮小に言及しています。国民民主党の

「政策各論」では遥か後段の年収の壁対

策の中に「第３号被保険者の見直し」と

のみ簡単に触れられています。年収の壁



１／ １（水）１０：００ 関生元旦行動＜大阪府警前

１／ ６（月） ９：００ 本部・会館オープン

１／１０（金）１８：３０ 建設支部２５春闘討論集会

１／２３（木）１８：３０ 南大阪第３２回定期大会（田中機械）

１／２４（金）１８：００ 西成メーデー第２回相談会

１／２７（月） 地本執行委員会

１／２８（火） ９：００ 地本春闘討論集会（第１センター）

１／３０（木） 中央春闘討論集会＜シーパレス～１／３１

２／ ３（月）１８：３０ 支部執行委員会（予）

２／２５（火） 地本・春闘要求提出（予）

今後の予定

2025 年

1 月～ 2月の予定

支部ホームページ

と所得税減税の間の距離はさすがに理解

しているようです。

今般の「年収の壁」「所得税大幅減税」

の議論の一部は、別の課題を意図的に混

同し、政策の弱点を世論を動員すること

で突破しようとする手法だといえます。

「年収の壁」を本来の文脈に引き戻し、

全体的な議論としなければなりません。


